
平成 31 年度 第１回庁議 次第 

 

平成 31 年４月 22 日（月） 

14：00～14：15 

場所：６階第２特別会議室 

 

 

付議事項 

１ 審議事項 

(1) 平成 31 年第３回沖縄県議会（臨時会） 

  提出予定議案について 

 
 

 

 

 

 

【資料】 

  資料１ 平成 31 年第３回沖縄県議会(臨時会)提出予定議案一覧表等 

  資料２ 平成 31 年第３回沖縄県議会(臨時会)乙号議案概要 

 

 



日時：平成31年4月22日（月）　14：00～14：15

場所：6階第2特別会議室

NO. 部局名 代理等 職　名 氏　名

1 知事 玉城　デニー

2 欠席 副知事 富川　盛武

3 副知事 謝花　喜一郎

4 企業局 企業局長 金城　武

5 病院事業局 病院事業局長 我那覇　仁

6 教育庁　 教育長 平敷　昭人

7 警察本部 警察本部長 筒井　洋樹

8 知事公室 知事公室長 池田　竹州

9 総務部 総務部長 金城　弘昌

10 企画部 企画部長 宮城　力

11 環境部 環境部長 棚原　憲実

12 子ども生活福祉部 子ども生活福祉部長 大城　玲子

13 保健医療部 代理 保健衛生統括監 糸数　公

14 農林水産部 代理 農政企画統括監 新里　勝也

15 商工労働部 代理 産業雇用統括監 伊集　直哉

16 文化観光スポーツ部 文化観光スポーツ部長 新垣　健一

17 土木建築部 代理 土木整備統括監 照屋　寛志

平成31年度　第１回庁議　出席者名簿



沖 縄 県

平成31年第３回沖縄県議会

（臨時会）

提出予定議案一覧表等

資 料 １



　（  部  局  別  ）

区　　分

備   考

総務部 1 2 3

合　　計 0 1 0 0 2 0 3

承　認 認　定 合  計

（件） （件） （件） （件） （件） （件） （件）

平成31年第３回沖縄県議会（臨時会）

議　　　　案　　　区　　　分

部　局 予  算 条  例 議  決 同　意

1



区分 議　　案　　名 部　局 備 考

乙 1 条例 沖縄県税条例の一部を改正する条例 総務部

乙 2 承認
専決処分の承認について（沖縄県税条例の一部を改正
する条例）

総務部

乙 3 承認
専決処分の承認について（沖縄県税の課税免除及び不
均一課税に関する条例の一部を改正する条例）

総務部

平成31年第３回沖縄県議会（臨時会）

提　出　予　定　議　案　一　覧　表

番号

2



沖　　縄　　県

乙号議案概要

平成31年第３回沖縄県議会

（臨時会）

資 料 ２
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平成 31 年第３回沖縄県議会（臨時会）提出予定議案の概要 

 

番号 区分 議案名 概要 備考 

乙１ 条例 沖縄県税条例の
一部を改正する
条例 
 
（総務部） 

地方税法の一部が改正されたことに伴い、特例控除
対象寄附金に関する規定等を改正する。 
 

（主な内容） 
１ 特例控除の対象となる寄付金を、総務大臣が指定
する都道府県等に対する寄附金に変更 

 
２ その他所要の改正 
 
施行期日：平成 31 年６月１日 
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乙２ 承認 専決処分の承認
について（沖縄
県税条例の一部
を改正する条
例） 
 
（総務部） 

地方税法の一部が改正され、原則として平成 31 年
４月１日から施行されることに伴い、沖縄県税条例の
一部を改正し、同日から施行する必要があるが、議会
を招集する時間的余裕がないため、地方自治法 179 条
第１項の規定により専決処分したため、議会において
専決の承認が必要となる。 
 

（主な内容） 
１ eLTAX の障害等の場合、総務大臣が、申告等の期

限を延長することができることとなることに伴い、
規定を整理 

 
２ 自動車の新規登録に際し、自動車税の電子納付を
行うことができるシステムを地方税共同機構が運
用することとなることに伴い、規定を整理 

 
３ 不動産取得税の課税標準の特例措置の適用期限

を平成 33 年３月 31 日まで延長 
 
４ 自動車取得税関係 
(1) 一定の排出ガス性能を備えた自動車（新車に限

る。）に係る税率の特例措置の対象車両及び税率
の見直しを行った上で、適用期限を平成 31 年９
月 30 日まで延長 

 
(2) 一定の排出ガス性能を備えた自動車（中古車に

限る。）に係る課税標準の特例措置の対象車両の
見直しを行った上で、適用期限を平成 31 年９月
30 日まで延長 

 
(3) 路線バス等を運行する事業者が取得するバリ

アフリー車両に係る課税標準の特例措置の対象
事業者を追加した上で、適用期限を平成 31 年９
月 30 日まで延長 

  
(4)  衝突被害軽減制動制御装置等を備えるトラッ

ク等に係る課税標準の特例措置の対象車両の見
直しを行った上で、適用期限を平成 31 年９月 30
日まで延長 

 
５ 新車新規登録から一定の年数が経過した環境負
荷の大きい自動車に対し、重い税率を課す自動車税
の特例措置について、平成 31 年度に限る等の規定
を改正 

 
６ 市町村に所属する対象鳥獣捕獲員等が狩猟者の

登録を受ける場合に係る狩猟税の課税免除及び税
率の特例措置について、適用期限を平成 36 年３月
31 日まで延長 

 
７ その他所要の改正 
 
８ 施行期日：平成 31 年４月１日 
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乙３ 承認 専決処分の承認
について（沖縄
県税の課税免除
及び不均一課税
に関する条例の
一部を改正する
条例） 
 
（総務部） 

沖縄振興特別措置法第９条等の地方税の課税免除
又は不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定
める省令等の一部が改正され、平成 31 年４月１日か
ら施行されることに伴い、沖縄県税の課税免除及び不
均一課税に関する条例の一部を改正し、同日から施行
する必要があるが、議会を招集する時間的余裕がない
ため、地方自治法 179 条第１項の規定により専決処分
したため、議会において専決の承認が必要となる。 
 

（主な内容） 
１ 観光地形成促進地域等における事業税、不動産取

得税又は固定資産税に係る課税免除の特例措置に
ついて、適用期限を平成 33 年３月 31 日まで延長 

 
２ その他所要の改正 
 
３ 施行期日：平成 31 年４月１日 

 

 


